
事業番号 - - - -

（ ）

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト 千円

計算式 　千円　/　回

4年度活動見込

活動目標 活動指標

大学等におけるメンタルヘル
ス対策、修学・就職指導、キャ
リア形成支援などの学生支援
の全体の底上げを図るために
学生支援業務関連研修を実
施する。

学生支援業務関連研修

1,580/2 1,329/2 5,052/2

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

計 291 292

活動内容
（アクティビ

ティ）

大学等における学生生活支援において、政策上特に重要性の高いものや、大学等の取組が不十分なものについて、重点的に問題の把握・分析、先進
的取組の共有等の取組を行うとともに、教職員に対し学生支援業務関連の研修を実施する等により総合的な情報提供を行う。

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

128 130

独立行政法人日本学生支援
機構運営費交付金

163 162
-

政府開発援助独立行政法人
日本学生支援機構運営費交
付金

2

03016821

学生・留学生課
学生・留学生課長
藤吉　尚之

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

事業単位

セグメント名 学生生活支援事業 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成１６年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 日本学生支援機構

2022 文科

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人日本学生支援機構法
（平成15年6月18日法律第94号）

関係する計画、
通知等

「第3期教育振興基本計画」（平成30年6月15日閣議決定）

主要政策・施策
子ども・若者育成支援、障害者施策、少子化社会対策、男女
共同参画

主要経費 文教及び科学振興

その他 27 35 31

補助金等 -執
行
額

運営費交付金

　計 299 266 260予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

272 231 229

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

　大学等が学生等に対して行う修学、進路選択その他の事項に関する相談及び指導について支援を行うことにより、我が国の大学等において学ぶ学生等に対する適切
な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資するとともに、国際相互理解の増進に寄与することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

学生生活支援に関する有益な活動事例の情報収集・分析、情報の提供等

実施方法 交付

- -

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 301 295 299 291 292

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 91.0% 86.8% 88.1%

執行額 289 278 246

- -

2 2

経
常
費
用

予算額 - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 回 3 2 2

当初見込み 回 3

1,645 790 664 2,526

4,934/3

令和元年度 令和2年度 令和3年度

学生支援業務関連研修に係る費用／開催回数

2



年度

達成度 ％ 125 125

成果指標 単位

125

100

目標値 ％ 80 80 80 - 80

独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の
評価結果のうち、標準評価以
上の評価を受けた項目の割
合とする。
※目標値は、毎年度80％とし
て設定。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。
（「S、A、B評価の合計」/「全
評価項目数」×100）

成果実績 ％ 100 100

- 年度 5

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

○
不必要に団体等を経由することなく、日本学生支援機構から、
事業を実施する上で必要な団体等に直接支出している。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
国の施策と密接に連携しつつ、学生生活支援に関する有益な
活動事例の情報収集・分析、情報の提供等を実施しており、国
民や社会のニーズを反映している事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21
年11月17日閣議決定）を踏まえ、契約監視委員会を設置し、外
部有識者の知見を活用している。

国の施策と密接に連携しつつ、事業を実施しており、地方自治
体、民間等に委ねることは不適切である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
学生生活、学生生活支援に関する情報の収集・分析・提供の
充実を図り、国の施策と密接に連携しつつ事業を実施してお
り、政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支出先の選定に当たっては、独立行政法人日本学生支援機
構会計規程等に基づき、一般競争入札を実施するなど、競争
性や透明性の確保が図られている。入札において、公告期間
を十分に確保するなど配慮したにもかかわらず、専門性が高
いこと等により、結果として一者応札・一者応募となったものが
あった。これらについては、機構が定める調達等合理化計画に
基づき、外部有識者などで構成される契約監視委員会などを
活用して、改善に取り組んでいる。今後、応札の状況が改善さ
れるよう検討を進める。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

事業の目的に適した定量的な成果目標を設定しており、成果
実績も成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○
事業を適切に実施しており、大学等において学ぶ学生等に対
する適切な修学環境の整備等に貢献している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目、使途の内容については、厳正に精査しており、支出の合
理性、必要性についても適正にチェックしている。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
事業を適切に実施しており、大学等において学ぶ学生等に対
する適切な修学環境の整備等に使われている。

-

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果 -

改善の
方向性

-

備
考

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（文部科学大臣決定）

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
事業を適切に実施しており、活動実績は見込みに見合ったも
のになっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 - -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

5013301013243

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.独立行政法人日本学生支援機構 D.株式会社徳河

費　目 使　途
金　額

(百万円）

奨学金等
文部科学省外国人留学生学習奨励費、留学生
借り上げ宿舎支援金、帰国外国人留学生短期
研究制度滞在費等

3,008

人件費 役職員給与等 4,826

外部委託費 業務委託費（奨学金業務等） 5,384

費　目 使　途
金　額

(百万円）

物件費
報奨金、土地建物借料、公租公課、謝金、旅費、
通信運搬費、光熱水料、物品購入費等

6,828 物件費 書庫・カーペット等の調達 7

計 20,046 計 7

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人日本学
生支援機構

7020005004962

経済的理由により修学に困難
がある優れた学生等に対する
学資の貸与及び支給並びに、
留学生等に対する学資の支
給、各種留学生交流プログラ
ムの実施、留学生宿舎の支
援等並びに学生生活支援に
関する有益な活動事例の情
報収集・分析、情報の提供等
の業務

20,046
運営費交付金

交付
- -

文部科学省

15,733百万円

（B）

学生生活支援事業

239百万円

民間企業等

（全79者）

事業概要

学生生活支援に関する

有益な活動事例の情報

収集・分析、情報の提供

等

【一般競争契約

（最低価格）等】

①経済的理由より修学に困難がある優れた学生等に対する学資の貸与及び支給

②留学生に対する学資の支給、各種留学生交流プログラムの実施、留学生宿舎の支援等

③学生生活支援に関する有益な活動事例の情報収集・分析、情報の提供等

（A）

（独）日本学生支援機構

20,046百万円

※国費投入額と総事業費との差額は、自己収入である。

【運営費交付金】



B

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社徳河 9013301008743 書庫・カーペット等の調達 7
一般競争契約
（最低価格）

2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 株式会社徳河 9013301008743
ノートPC等一式の購入（令和
4年2月）

0.3
随意契約
（少額）

- - -

- -

2 株式会社徳河 9013301008743 空気清浄機の購入 0.3
随意契約
（少額）

- -

- -

6 株式会社徳河 9013301008743
オンライン会議用ノートPC等
の購入

0.2
随意契約
（少額）

- -

- - -

5 株式会社徳河 9013301008743 液晶モニター等の購入 0.3
随意契約
（少額）

-

4 株式会社徳河 9013301008743
ノートPC等一式の購入（令和
3年5月）

0.3
随意契約
（少額）

- - -

9 株式会社徳河 9013301008743 台車の購入 0.1
随意契約
（少額）

-

8 株式会社徳河 9013301008743 PCケース、モニター台の購入 0.1
随意契約
（少額）

-

7 株式会社徳河 9013301008743 電気暖房器具の購入 0.1
随意契約
（少額）

- - -

-

11 株式会社徳河 9013301008743
学生生活部で使用する物品
の購入（令和3年6月）

0.0
随意契約
（少額）

- - -

- -

10 株式会社徳河 9013301008743

令和3年度「全国キャリア教
育・就職ガイダンス」に伴うオ
ンライン業務用機材等消耗品
購入

0.1
随意契約
（少額）

- -

- -

14 株式会社徳河 9013301008743
学生生活部で使用する物品
の購入（令和3年12月）

0.0
随意契約
（少額）

- -

- - -

13 株式会社徳河 9013301008743
消耗品等（ペーパータオル他
計4品目）の購入について

0.0
随意契約
（少額）

-

12 株式会社徳河 9013301008743
スイッチングハブ等PC周辺機
器の購入について

0.0
随意契約
（少額）

- - -

17 株式会社徳河 9013301008743
消耗品等（フリクションボール
ノック他計５品目）の購入

0.0
随意契約
（少額）

-

16 株式会社徳河 9013301008743
brotherインクカートリッジ（3
色）の購入

0.0
随意契約
（少額）

-

15 株式会社徳河 9013301008743
オンライン会議用ノートPC等
の購入

0.0
随意契約
（少額）

- - -

-

19 アデコ株式会社 8010401001563
2021年度キャリア教育室の事
務処理業務に係る労働者派
遣

0.9
随意契約
（少額）

- - -

- -

18 アデコ株式会社 8010401001563
令和3年度留学情報課の各種
事務処理業務に係る労働者
派遣

4
一般競争契約
（総合評価）

2 -

- -

22 株式会社コアソフト 3010501021854
「オンライン調査システム」の
パスワード再設定等に係る改
修について

0.6
随意契約
（少額）

- -

2 - -

21 株式会社コアソフト 3010501021854
「オンライン調査システム」の
個別データ送信自動メールに
係る改修等の実施について

0.8
随意契約
（少額）

-

20 株式会社コアソフト 3010501021854
「オンライン調査システム等の
運用・保守」業務

2
一般競争契約
（最低価格）

-



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

1 - -

25
株式会社ケー・デー・
シー

3010401097680

令和２年度学生生活調査、高
等専門学校生生活調査及び
専修学校生生活調査のデー
タ修正作業に係る労働者派遣

0.8
随意契約
（少額）

-

24
株式会社ケー・デー・
シー

3010401097680
令和4年度学生生活調査等に
おけるオンライン調査実施に
係る業務委託

2
一般競争契約
（総合評価）

23 株式会社コアソフト 3010501021854

「高機能webアンケートシステ
ム」のアンケート回答パーツ
の機能追加等に係る改修に
ついて

0.6
随意契約
（少額）

- - -

-

27
株式会社ライズ・ビデ
オ・エイテイ

5013301013243

令和3年度 「障害学生支援理
解・啓発セミナー」収録および
ウェブ配信用動画編集等業務
委託

0.7
随意契約
（少額）

- - -

- -

26
株式会社ライズ・ビデ
オ・エイテイ

5013301013243

令和3年度 「障害学生支援専
門テーマ別セミナー」収録およ
びウェブ配信用動画編集等業
務委託

0.8
随意契約
（少額）

- -

- -

30 日経印刷株式会社 7010001025732

令和２年度（2020年度）大学、
短期大学及び高等専門学校
における障害のある学生の修
学支援に関する実態調査報
告書の送付について

0.7
随意契約
（少額）

- -

- - -

29
株式会社ライズ・ビデ
オ・エイテイ

5013301013243

令和３年度「専修学校専門課
程における障害のある学生・
生徒への支援にかかる理解・
啓発セミナー」収録及びコンテ
ンツ編集等業務委託

0.6
随意契約
（少額）

-

28
株式会社ライズ・ビデ
オ・エイテイ

5013301013243
令和3年度オンラインセミナー
及び事例検討シンポジウムの
動画収録・編集の委託

0.6
随意契約
（少額）

-

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -


